
●主な見直し事業
　平成２８年度事業評価を実施した中で、主な見直し事業（拡大・縮小・廃止・見直し）は以下のとおりです。

3 市長公室 ふるさとづくり寄附金関係経費 182,822 169,619
拡大（事業
見直し）

ふるさと納税事業については、寄附額に対する過度な返礼品を控えるようにとの総務
省通達もあるが、全国的に拡大傾向にあり、地方自治体の有力な財源となりつつあ
る。
今後、寄附額に対するポイント付与区分の見直しや返礼品である地元特産物の充実
を図り、寄附者の増加に繋がるような環境整備を行っていく。

5 財政課
市役所本庁舎・支所庁舎及び
公用車維持管理事業

173,865 135,030 見直し
庁舎耐震診断の結果により、今後の庁舎の耐震化について検討を行っていく。建て
替え、補強改修の選択によりこれまでの維持管理方法の見直しを行う。
公用車については、業務内容、職員数などを考慮し適正な配置を行う。

7 情報推進課 自主制作番組放送・制作委託 25,407 25,407 見直し

現在、1チャンネル貸し切り24時間放送で、同じ番組を7回繰り返し放送している。
取材対象がCATVと重なることも多く、CATVとのすみわけや予算削減のため、CATV
チャンネルを時間単位で借りる、週1回の放送にするなど、放送形態のあり方を検討
する余地がある。

9 税務課
納税組合育成奨励金

（国民健康保険事業特別会計分含む）
13,588 12,554

廃止（事業
見直し）

納税組合による納付率は近年低下しており、納税組合に対する奨励金支出の必要
性の低下と徴収方法による、納税者の不公平感の解消のためH30年度より制度を廃
止する。（第3次行政改革実施計画において決定）

15 社会福祉課 富江地域福祉センター管理運営事業 1,704 3,180 見直し 民間移譲も含めて、関係者と引き続き協議を行っていく。
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15 社会福祉課 岐宿地域福祉センター管理運営事業 10,128 8,069 見直し 民間移譲も含めて、関係者と引き続き協議を行っていく。

17 社会福祉課 特別支援児童保育事業費補助金 3,385 5,028
拡大（事業
見直し）

現在、認定こども園が対象となっていないため、今後は認定こども園も対象としたい。

27 長寿介護課 生活支援ハウス等管理運営事業 27,598 25,147 見直し
五島市第3次行政改革実施計画において、高齢者の人口推移や介護ニーズの動向
等を踏まえながら、管理運営体制の在り方を検証し、必要な見直し（施設の廃止、民
間移譲、類似施設への転用等）を行う。

27 長寿介護課 福江陶芸館管理運営事業 3,873 3,873 見直し
五島市第3次行政改革実施計画において、施設の利用状況等を勘案しながら、管理
運営体制の在り方を検証し、必要な見直し（民間移譲、休止又は廃止）を行う。

41 健康政策課
特定健康診査事業

（国民健康保険特別会計）
48,648 36,606

拡大（事業
見直し）

第2期特定健康診査等実施計画(H25年度からH29年度）に沿って、特定健康診査及
び特定保健指導を実施している。計画最終年度であるH29年度の特定健康診査受
診率と特定保健指導の実施率とも60％を目標とし、H27年度の特定健康診査の受診
率は41.1％であるため、今後も引き続き目標に向けて、事業拡大していく必要があ
る。

43 健康政策課
三井楽診療所嵯峨島出張診療所歯科
（国民健康保険事業特別会計）

5,069 4,333 見直し

安心・安全な医療を受けられる体制を維持するために必要である。行政改革大綱に
基づき、経費削減を図るとともに、一般会計からの繰入に依存することがないよう効率
的な運営に努める。
また、診療の完全予約制について検討することとしている。
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45 生活環境課 浄化槽設置整備事業 216,410 212,880
拡大（事業
見直し）

五島市の汚水処理人口普及率は34.5％で、長崎県平均78.8％を大きく下回ってお
り、早急な対策を講じる必要がある。
五島市の特性と経済性を考えると、個人による合併処理浄化槽の設置が最も効率的
であると思慮されるため、積極的な普及促進に取り組み、単独浄化槽や汲取り便槽
からの転換を図るべきである。
H26年度から実施している補助額の嵩上げ効果により、水洗化が浸透し、ますます
ニーズは増えていることから、実情にあった計画へ変更するため、拡大とする。

45 生活環境課 火葬場管理運営事業 44,209 44,246 見直し

やすらぎ苑は五島市全域をカバーできる運営能力を有しているが、これまでの各施
設の火葬実績もほぼ横ばいであることから、計画的に点検・修繕等を行うことにより長
期的に施設を管理・運営していくことが可能であることから現状維持とした。
今後、施設の老朽化や稼働実績の悪化、予期せぬ大規模改修等の必要が生じた場
合には、施設の統合も含めて検討していく必要がある。

45 生活環境課 市有墓地維持管理事業 638 386 見直し
市有墓地施設の維持管理上必要な経費であるが、奈留墓園については全ての維持
管理を市が実施しており、他地区との均衡を保つため利用者による自主管理もしくは
一部負担などを検討する。

47 生活環境課 ごみ収集運搬事業 168,628 164,158 見直し
奈留地区においては、ごみ収集運搬の効率化及び経費削減を図るため、直営事業
の廃止等を検討する必要がある。

47 生活環境課
ごみ処理施設管理運営事業

（福江リサイクルセンター（最終処分場））
96,836 101,187

拡大（事業
見直し）

資源ごみを分別・破砕・圧縮・梱包の中間処理を行い、リサイクル業者へ売り払うリサ
イクルセンターと不燃物・資源残渣を埋立てる最終処分場及び最終処分場から排出
される水を処理する水処理施設の管理運営事業である。今後のリサイクル方法の基
本方針により、資源ごみ増加が見込まれ長期間使用する必要があるが、H12年度稼
働であり、設備機械更新時期を超過している事により、設備機械更新が必要になる。

生活環境課
し尿処理施設管理運営事業
（五島西部衛生センター）

41,695 56,162
縮小（事業
見直し）

H27年度末で施設での処理を終了し、H28年4月より岐宿、三井楽、玉之浦地区から
発生するし尿等の中継貯留事業のみとなったため、維持管理経費を徐々に縮減して
いく。

49

-3-



２８予算額
（千円）

今後の
方向性

左　　の　　方　　向　　性　　の　　理　　由
２７決算額
（千円）

ページ 担当課名 事 業 名

49 水道課
水道維持事業[水道維持費]
（簡易水道事業特別会計）

82,912 79,150
縮小（事業
見直し）

水道施設を健全に維持することにより、市民に安全で安心な水道水を安定的に供給
するために必要な経費である。
なお、H29年度は陸域内の簡易水道事業について、上水道事業へ統合を行う。

51 農業振興課 ｅ－むらづくり推進事業 3,010 3,726
廃止（事業
見直し）

ｅ－むらづくり事業により、整備された情報端末や気象情報を提供するシステム、設
備が耐用年数を経過し、メンテナンスが出来ない状況。また、スマートフォン等の普及
により、事業の想定をはるかに超える形で情報化が進んでいる。事業に係る設備等
の更新には多額の費用がかかることや、事業に対する住民依存度が低下しているこ
とから事業の廃止を検討している。（H29年度から廃止予定）

57 農業振興課 産品センター鬼岳四季の里管理業務 6,265 7,210 見直し
施設の運営及び維持管理については、近隣施設である「鬼岳天文台」の指定管理と
併せ見直しを行う予定である。

61 農林整備課 林道開設（補助） 25,600 20,087
拡大（事業
見直し）

利用間伐を実施するには、搬出路が必要であり、素材生産が期待できる地区には、
積極的に路網の整備を推進していく。H30年度からH33年度で新たに1路線の開設
計画がある。

67 水産課 増殖場整備事業 40,688 6,975
廃止（その
他）

漁場整備事業はH24年度からH28年度までの5ヶ年間で計画されており、年度毎に順
次計画が進められている。増殖場施設は、イセエビの増産を目的としており、計画策
定時より1tの漁獲量増を目指している。（H28年度が長期計画最終年度）

67 水産課 魚礁整備事業 40,987 24,122
廃止（その
他）

漁場整備事業はH24年度からH28年度までの5ヶ年間で計画されており、年度毎に順
次計画が進められている。魚礁施設は、ブリ類・イサキ・タイの増産を目的としており、
計画策定時より7tの漁獲量増を目指している。（H28年度が長期計画最終年度）
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69 商工地域振興課 巡回バス運行事業費補助金 2,400 2,400
拡大（事業
見直し）

H27年7月に実施した地域公共交通に関する市民アンケートの中で、商店街巡回バ
スに対しては評価をいただいているが、さらに郊外店へのアクセスの希望があってお
り、今後はルートの再編を実施し郊外店への運行も検討していく。

75 商工地域振興課 ＵＩターン促進事業 17,773 14,672
拡大（事業
見直し）

市外からのＵＩターン者を増加させるために、情報発信力の強化及びながさき移住サ
ポートセンター、ハローワークと連携した「しごと」のサポート、空き家バンク物件登録
数を確保する。

77 商工地域振興課
交通船事業

（交通船事業特別会計）
43,832 41,553 見直し

H28年7月に策定した五島市地域公共交通再編実施計画に沿った再編事業を実施
し見直しを行う。
・H28年10月　海上タクシーによるデマンド運航への転換

87 スポーツ振興課 体育館管理運営事業 6,563 6,721 見直し
施設の維持管理費が主であるが、利用のない戸岐体育館、地区内に類似施設のあ
る三井楽体育センターについては、施設の統廃合等について検討を行っている。

91 建設課 市営住宅維持管理 29,742 21,770 見直し
市営住宅の中には、築年数の経過とともに老朽化が進み、維持管理経費に多額の
経費を要するところがあり、今後の人口動向、市営住宅に対する需要を勘案しながら
市営住宅の廃止及び統合等を検討する必要がある。

91 建設課 単独住宅維持管理 492 215
縮小（事業
見直し）

単独住宅は、老朽化した住宅が多く、再利用するためには多額の経費を要するた
め、五島市公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に用途廃止を進めていく予
定である。
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99 学校教育課 ＩＣＴ教育強化事業 4,118 5,256
拡大（事業
見直し）

ＩＣＴ教育を推進する流れは全国的に加速しており、現在の人的環境を維持するため
及び社会の変化や要望に対応するために事業を拡大することは必要である。
・教育の情報化推進協議会（仮）を設置予定

101 富江幼稚園 富江幼稚園管理運営事業 0 2,135
廃止（その
他）

富江幼稚園と富江保育園、黒瀬小規模保育所、富江へき地保育所を一元化し、市
の財政負担の軽減を図るとともに、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提
供や地域の子ども・子育て支援の充実を図るため、新規に認定こども園を整備し、
H28年3月末に閉園したため。

101 福江幼稚園 福江幼稚園管理運営事業 9,137 7,165 見直し 民間移譲を検討中である。

103 学校給食センター 学校給食センター管理運営事業 324,123 339,706 見直し

現在7施設（福江、富江、三井楽、岐宿、奈留、久賀、椛島）で対応しているが、施設
の効率的運営及び衛生管理の徹底を図る観点から、老朽施設の廃止・統合を検討
する。
H29年度は、岐宿給食センターを廃止し、福江給食センターから岐宿小中学校への
配送に置き換えることを予定している。

111
三井楽支所
（観光物産課所

管）
遣唐使ふるさと館管理事業 21,631 21,560

拡大（事業
見直し）

当館はH11年7月に供用開始後17年が経過しており、当時設置・購入した空調設備・
万葉シアター機器等・備品（冷蔵庫・冷凍庫等）等の更新時期がきており、計画的に
随時更新していく必要がある。当館は「道の駅」として多くの観光客の休憩施設とし
て、また、市民の憩いの場として利用されており、来館者への快適な環境を提供する
ためにも、設備・備品の更新が必要である。
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